
重要事項説明書 

 

1 指定居宅介護支援を提供する事業者について 

事 業 者 名 称 株式会社 SIMcover 

代 表 者 氏 名 代表取締役 樋口翔 

本 社 所 在 地 

（連絡先及び電話番号等）  

下関市綾羅木３９５番地３ 

０８３－２４９－５２９１（FAX０８３－２４９－５２９２） 

法人設立年月日 ２０２４年１０月２１日 

 

2 利用者に対しての指定居宅介護支援を実施する事業所について 

(1) 事業所の所在地等 

事 業 所 名 称 でいごケアプランセンター 

介 護 保 険 指 定 

事 業 所 番 号 
３５７０１０６９９１ 

事 業 所 所 在 地 下関市綾羅木本町７丁目１３－１３ 

連 絡 先 

相 談 担 当 者 名 

０８３－２４９－５２９１（FAX０８３－２４９－５２９２） 

管理者 殿本つたえ 

事業所の通常の  

事業の実施地域  
下関市全域（離島を除く） 

 

(2) 事業の目的及び運営の方針 

要介護状態にある利用者に対し適切な居宅介護支援サービスを提供することを目的とします。その運

営に際しては、利用者の居宅を訪問し、要介護者の有する能力や提供を受けている指定居宅サービス、

また、そのおかれている環境等の課題分析を通じて、自立した日常生活を営むことが出来るように「居

宅サービス計画」等の作成及び変更をします。  

また、関係市町村や地域包括支援センター及び地域の保健・医療・福祉サービスと綿密な連携および連

絡調整を行い、サービス担当者会議等の開催を通じて実施状況の把握に努めます。 

 

(3) 事業所窓口の営業日及び営業時間 

 

 

(4) 事業所の職員体制 

従業員の職種 業 務 内 容 常勤 非常勤 計 兼務関係・保有資格 

管理者  事業所の運営および業務

全般の管理  

1人  ‐  1人  主任介護支援専門員  

主任介護支援専

門員 

居宅介護支援サービス等

に係わる業務 

１人 

以上 

０人 

以上 

１人 

以上 

管理者兼務 

 

営 業 日 祝日を除く月曜日から金曜日 ただし、１２月３０日から１月３日まではお休み 

営 業 時 間 午前８時３０分～午後５時３０分 



(5) 居宅介護支援の内容、利用料及びその他の費用について 

居宅介護支援の内容 提供方法 
介護保険適用

有無 

利用料 

（月額） 

利用者負担額 

（介護保険適用の場合） 

① 居宅サービス計画

の作成 
 

別紙に掲げる 

「居宅介護支援業

務の実施方法等に

ついて」を参照。 

左の①～⑦の

内容は、居宅介

護支援の一連

業務として、介

護保険の対象

となる。 

下表のとおり 介護保険適用となる場

合には、利用料を支払

う必要なし。 

（全額介護保険により

負担となる。） 

② 居宅サービス事業

者との連絡調整 
 

③ サービス実施状況

把握、評価 
 

④ 利用者状況の把握 
 

⑤ 給付管理 
 

⑥ 要介護認定申請に

対する協力、援助 
 

⑦ 相談業務 
 

 

区分・要介護度 基本単位 利用料 

居宅介護

支援費

(Ⅰ) 

(ⅰ)介護支援専門員 1 人当りの利用者数が 45 未満又

は 45 以上である場合においての、45 未満の部分 

要介護 1・2 1086 10,860 円 

要介護 3・4・5 1411 14,110 円 

(ⅱ)介護支援専門員 1 人当りの利用者数が 45 以上で

ある場合においての、45 以上 60 未満の部分 

要介護 1・2 544 5,440 円 

要介護 3・4・5 704 7,040 円 

(ⅲ)介護支援専門員 1 人当たりの利用者数が 45 以上

である場合においての、60 以上の部分 

要介護 1・2 326 3,260 円 

要介護 3・4・5 422 4,220 円 

※ 当事業所が運営基準減算（居宅介護支援の業務が適切に行われない場合の減算）に該当する場合は、上

記金額の 50／100 となります。また 2 ヶ月以上継続して該当する場合には、算定しません。 

居宅介護支援の業務が適切に行われない場合とは以下のような場合が該当します。 

・指定居宅介護支援の利用の開始に際し、利用者が複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求

められることや、居宅サービス計画に位置づけられた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求

められることを文書により説明・交付を行っていない場合 

・居宅サービス計画の新規作成及び変更に当たって、利用者の居宅を訪問し利用者および家族に面接し

ていない場合、当該計画について利用者又は家族に対し説明・同意・交付を行っていない場合 

・居宅サービス計画の新規作成や変更時、要介護認定の更新や区分変更時に、サービス担当者会議の開

催等を行っていない（やむを得ない場合を除く）場合 

・居宅サービス計画の作成後、当該計画の実施状況の把握のため 1 月に利用者の居宅を訪問し利用者に

面接していない場合、その結果を記録していない場合 

※ 居宅介護支援費（Ⅰ）で、取扱件数が 45 以上の場合は、契約日が古いものから順に割り当て、45 件目

以上になった場合に居宅介護支援費（Ⅰ）の（ⅱ）又は（ⅲ）を算定します。 

※ 当事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは当事業所と同一建物

に居住する利用者又は当事業所における一月当たりの利用者が同一の建物に 20 人以上居住する建物に

居住する利用者にサービス提供を行った場合は、上記金額の 95/100 となります 

※ 虐待防止に向けての取り組みとして、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し

ていない、高齢者虐待防止のための指針を整備していない、高齢者虐待防止のための年１回以上の研修



を実施していない又は高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を置いていない事実が生じ

た場合は、上記金額の 99/100 となります。 

※ 業務継続に向けての取り組みとして、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定

の場合、かつ、当該業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない場合、上記金額の 99/100 とな

ります。 

 

(6) 加算料金 

以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

加算 基本単位 利用料 算定回数等 

初回加算 300 3,000 円 1月につき 

入院時情報連携加算（Ⅰ） 250 

2,500 円 利用者が病院又は診療所に入院日に、必要な情

報提供を行った場合（1月につき）※運営規程に

定める営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した

場合であって、当該入院した日の翌日は可 

入院時情報連携加算（Ⅱ） 200 

2,000 円 利用者が病院又は診療所に入院してから３日以

内に、必要な情報提供を行った場合（1月につ

き）※運営規程に定める営業時間終了後又は営業日

以外の日に入院した場合であって、当該入院した日の

翌日は可 

退院・退所加算（Ⅰ）イ 450 

4,500 円 病院職員等から必要な情報の提供をカンファレ

ンス以外の方法により 1回受けた場合（入院又は

入所期間中 1回を限度） 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ 600 

6,000 円 病院職員等から必要な情報の提供をカンファレ

ンスにより 1回受けた場合 

（入院又は入所期間中 1回を限度） 

退院・退所加算（Ⅱ）イ 600 

6,000 円 病院職員等から必要な情報の提供をカンファレ

ンス以外の方法により 2回以上受け場合（入院又

は入所期間中 1回を限度） 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 750 

7,500 円 病院職員等から必要な情報の提供をカンファレ

ンス以外の方法により 2回受けた（内 1回はカン

ファレンスによる）場合 

（入院又は入所期間中 1回を限度） 

退院・退所加算（Ⅲ） 900 

9,000 円 病院職員等から必要な情報の提供をカンファレ

ンス以外の方法により 3回以上受けた（内 1回は

カンファレンスによる）場合 

（入院又は入所期間中 1回を限度） 

通院時情報連携加算 50 500 円 利用者１人につき１月に１回が限度 

緊 急 時 等 居 宅 カンファレンス加 算 200 2,000 円 1月につき（2回を限度） 

介 護 職 員 等 処 遇 改 善 加 算 2.1％ 
利用料に 2.1％

上乗せ 
1月の利用料に 2.1％を加算する 

※ 初回加算は、新規に居宅サービス計画を作成した場合や要支援者が要介護認定を受けた場合、要介護状



態区分が 2 区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成した場合に算定します。 

※ 入院時情報提供連携加算は、利用者が病院又は診療所に入院するに当たって、利用者の心身の状況や生

活環境等の必要な情報を提供した場合に算定します。 

※ 退院・退所加算は、病院・介護保険施設等に入院、入所していた利用者が退院又は退所し、居宅におい

て居宅サービスを利用する場合に、当事業所の介護支援専門員が当該病院等職員と面談を行い、利用者

に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画の作成及びサービスの調整を行った場合に

算定します。情報提供の回数･方法により算定区分が異なります。 

※ 通院時情報連携加算は、利用者が病院又は診療所で医師又は歯科医師の診察を受けるときに介護支援

専門員が同席し、医師等に対して必要な情報提供を行うとともに、医師又は歯科医師等から必要な情報

提供を受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合に、算定します。 

※ 緊急時等居宅カンファレンス加算は、病院又は診療所の求めにより医師又は看護師等と共に利用者の

居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要なサービスの調整を行った場合に算定します。 

※ ターミナルケアマネジメント加算は、終末期の医療やケアの方針に関する当該利用者又はその家族の

意向を把握した上で、その家族の同意を得て、利用者の居宅を訪問し、利用者の心身の状況、環境の

変化等を把握し、主治医や居宅サービス事業者に情報提供するなどの適切な支援を行った場合に算定

します。 

※ 介護職員等処遇改善加算は、1月の利用料金に 2.1％を乗じた金額を上乗せして算定します。 

 

3 その他の費用について 

①  交通費 
通常の事業実施地域以外の地区の居住者で当事業所のサービスを利用される 

場合は、サービスの提供に際し要した交通費は無料とする。  

※ 通常の事業の実施地域を越えて行う指定居宅介護支援に要した交通費は、その実費を徴収します。なお、

自動車を使用した場合の交通費は、事業所の所在地を起点とし、通常の事業の実施地域を越えた地点か

ら、片道 1キロメートルあたり 200円を徴収します。 

 

4 利用者の居宅への訪問頻度の目安 

介護支援専門員が利用者の状況把握のため、要介護認定有効期間中、少なくとも１月に１回は利用者宅

訪問をする。 

※ ここに記載する訪問頻度の目安回数以外にも、利用者からの依頼や居宅介護支援業務の遂行に不可欠と

認められる場合で利用者の承諾を得た場合には、介護支援専門員は利用者の居宅を訪問することがあり

ます。 

 

5 居宅介護支援の提供にあたって 

（1） 居宅介護支援提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介護認定の

有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所などに変更があった場

合は速やかに当事業者にお知らせください。 

（2） 利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよ

う必要な援助を行います。また、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利用者が受けている要介護認

定の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必要な援助を行うものとします。 

 

6 虐待の防止について 

事業所は、利用者の尊厳保持・人格尊重、虐待の未然の防止・早期発見等のため、次の措置を講じます。 

（1）虐待の防止に係る責任者を選定します。   役職：管理者、氏名：殿本つたえ 



（2）虐待を防止のための従業者に対する研修を年 2 回以上実施します。 

（3）虐待の防止のための指針を整備します。 

（4）虐待の防止のための対策を検討する委員会を年 2 回開催します。 また事業所は、虐待又は虐待

を疑われる事案が発生した場合は、速やかに市へ通報します。 

7 身体的拘束等について 

事業者は、原則として利用者に対して身体的拘束等を行いません。ただし、自傷他害等のおそれがある

場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられ、以下の(1)～(3)の要

件をすべて満たすときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、必要最小限の範囲内で身体的拘束等を

行うことがあります。その場合は、態様及び時間、利用者の心身の状況、緊急やむを得ない理由、経過観

察並びに検討内容についての記録し、５年間保存します。 

また事業者として、身体的拘束等をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

（1） 切迫性･･････直ちに身体的拘束等を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に危険が及

ぶことが考えられる場合。 

（2） 非代替性････身体的拘束等以外に、代替する介護方法がない場合。 

（3） 一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなれば、直ちに身

体的拘束等を解く場合。 

8 秘密の保持と個人情報の保護について 

① 利用者及びその家族に関

する秘密の保持について 
 

① 事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に

関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者におけ

る個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な取り

扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス

提供をする上で知り得た利用者又はその家族の秘密を正当な理由なく、

第三者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後にお

いても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持

させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、

その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。 
 

② 個人情報の保護について 
 

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会

議等において、利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の

個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会

議等で利用者の家族の個人情報を用いません。 

② 事業者は、利用者又はその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙

によるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意

をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとし

ます。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開

示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められ

た場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正

等を行うものとします。(開示に際して複写料などが必要な場合は利用者

の負担となります。) 
 



9 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族に連絡を

行うとともに、必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速

やかに行います。 

下関市福祉部介護保険課 

事業者係 

住所：下関市南部町 1番 1号 下関市役所本庁舎西棟 2階 

TEL：083-231-1371  FAX：083-231-2743 

受付日時：午前 8時 30分～午後 5時 15分 

 (このうち、窓口対応時間は 9時～16時 30分、土・日・祝日・及び 12

月 29日から翌年 1月 3日を除く) 

山口県国民健康保険団体連合会 

住所：山口市朝田 1980番地 7 国保会館 

TEL：083-995-1010  FAX：083-394-3665 

受付日時：午前 9時 00分～午後 5時 00分  

(土、日、祝日、及び 12月 29日から翌年 1月 3日を除く) 

なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 全国訪問看護事業協会：居宅サービス・居宅介護支援事業者賠償責任保険 

 

10 身分証携行義務 

介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族から提示を求めら

れた時は、いつでも身分証を提示します。 

 

11 記録の整備 

  指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する記録を整備し、サービス

提供を開始した日から 5 年間保存します。 

 

12 衛生管理等 

事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね 6 月に 1

回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底しています。 

  ②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

② 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

13 業務継続計画の策定等について 

(1) 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するた

めの、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継

続計画に従って必要な措置を講じます。 

(2) 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。 

(3) 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

14 サービス提供に関する相談、苦情について 

(1) 苦情処理の体制及び手順 

ア 提供した指定居宅介護支援に係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるための窓口



を設置します。（下表に記す【苦情申立の窓口】のとおり） 

イ 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。 

・苦情があった場合は、ただちに苦情対応担当者が相手方に連絡を取り、直接行くなどして詳しい事情

を聞くとともに、担当者からも事情を確認する。 

・介護支援専門員が、必要があると判断した場合は、苦情対応担当者まで含めて検討会議を行う。（検

討会議を行わない場合も、必ず苦情対応担当者まで処理結果を報告する） 

・検討の結果、必ず翌日までには具体的な対応をする。（利用者に謝罪に行くなど） 

・記録を台帳に保管し、再発を防ぐために役立てる。 

(2) 苦情申立の窓口 

【当事業者の窓口】 

でいごケアプランセンター 

住所：下関市綾羅木本町 7 丁目 5-20 ｻﾝｾｯﾄｺｰﾄ 203 

電話番号 083-249-5291 FAX：083-249-5292 

営業時間内には面接にて対応いたします。 

下関市福祉部介護保険課事業者係 

住所：下関市南部町 21 番 19 号 下関商工会館 4 

電話番：083-231-1371  FAX：083-231-2743 

受付日時：午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 (土、日、祝日、

及び 12 月 29 日から翌年 1 月 3 日を除く) 

山口県国民健康保険団体連合会 

住所：山口市朝田 1980 番地 7 国保会館 

電話番号：083-995-101 FAX：083-394-3665 

受付日時：午前 9 時 00 分～午後 5 時 00 分 (土、日、祝日、

及び 12 月 29 日から翌年 1 月 3 日を除く) 

 

15 主治の医師および医療機関等との連絡  

事業者は利用者の主治の医師および関係医療機関との間において、利用者の疾患に関する情報につい

て必要に応じ連絡をとらせていただきます。そのことで利用者の疾患に対する対応を円滑に行うこと

を目的とします。この目的を果たすために、以下の対応をお願いいたします。  

①利用者の不測の入院時に備え、担当の居宅介護支援事業者が医療機関に伝わるよう、入院時に持参

する医療保険証またはお薬手帳等に、当事業所名および担当の介護支援専門員がわかるよう、名刺を

張り付ける等の対応をお願いいたします。  

②また、入院時には、ご本人またはご家族から、当事業所名および担当介護支援専門員の名称を伝え

ていただきますようお願いいたします。  

 

16 他機関との各種会議等  

①利用者等が参加せず、医療・介護の関係者のみで実施するものについて、「医療・介護関係事業者

における個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び「医療情報システムの安全管理に関するガ

イドライン」等を参考にして、テレビ電話等を活用しての実施を行います。  

②利用者等が参加して実施するものについて、上記に加えて、利用者等の同意を得た上で、テレビ電

話等を活用して実施します。  



17 秘密の保持  

①事業者は、介護支援専門員及び事業者の使用する者は、サービス提供する上で知り得た利用者およ

び家族に関する秘密を、正当な理由なく第三者に漏らしません。  

この守秘義務は契約終了後も同様です。  

②事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において利用者の個人

情報を用いません。  

③事業者は、利用者の家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、当該

家族の個人情報を用いません。  

 

18 利用者自身によるサービスの選択と同意  

①利用者自身がサービスを選択することを基本に支援しサービスの内容、利用料等の情報を適正に利

用者または家族に対して提供するものとします。  

・指定居宅介護支援の提供の開始に際し、予め利用者に対して、複数の指定居宅サービス事業者等を

紹介するように求める事が出来ること、利用者は居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事

業所等の選定理由の説明を求めることができます。  

・特定の事業者に不当に偏した情報を提供するようなことや、利用者の選択を求めることなく同一の

事業主体のみによる居宅サービス計画原案を提示することはいたしません。  

・居宅サービス計画等の原案に位置付けた指定居宅サービス等について、指定居宅サービス等の担当

者からなる、サービス担当者会議の招集ややむをえない場合には照会等により、当該居宅サービス計

画等の原案の内容について、専門的な見地からの意見を求め、利用者及び当該サービス担当者との合

意を図ります。  

②末期のがんと診断された場合であって、日常生活上の障害が１ヶ月以内に出現すると主治の医師等

が判断した場合、利用者又はその家族の同意を得た上で、主治の医師等の助言を得ながら、通常より

も頻回に居宅訪問（モニタリング）をさせていただき、利用者の状態やサービス変更の必要性等の把

握、利用者への支援を実施します。その際に把握した利用者の心身の状態を記録し、主治の医師やケ

アプランに位置付けた居宅サービス事業者へ提供することで、その時々の状態に即したサービス内容

の調整等を行います。  

 

当事業者は、居宅介護支援の提供にあたり利用者に上記のとおり重要事項を説明しました。  

この証として本書２通を作成し、利用者、事業者が記名捺印の上、各自１通を保有するものとしま

す。  

但し、利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点から、政府の方針も踏まえ、

ケアプランや重要事項説明書等における利用者等への説明・同意について、  

ア 書面で説明・同意等を行うものについて、電磁的記録による対応を可能とします。  

イ 利用者等の署名・押印について、求めないことが可能とします。  

 

 

 

 

 

 

 

 


